平成27年度第２回  静岡市障害者自立支援協議会　会議録

１　日　時　　　平成28年１月25日（月）　午後１時30から午後３時25分まで
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望月晃次委員、浅野一恵委員、檜垣智郎委員、望月融委員、岡庭隆門委員、中村文久委員、佐野可代子委員、松井和泉委員、西尾委員
事務局  松永局次長兼福祉部長、田形障害者福祉課長、白鳥地域リハビリテーション
　　　　推進センター所長、杉山保健所清水支所長、杉山葵福祉事務所障害者支援課
長、松田駿河福祉事務所障害者支援課長、森井清水福祉事務所障害者支援課長
相談支援事業所　
静岡市障害者相談支援推進センター、障害者生活支援センター城東、アグネ
ス静岡、静岡市支援センターなごやか、サポートセンターコンパス北斗、
静岡医療福祉センター児童部地域支援・相談室「やさしい街に」、ひまわり
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４　傍 聴 者　　３名
５　議　　題　

（１）　平成27年度静岡市障害者等相談支援事業評価結果について

（２）　平成27年度静岡市障害者自立支援協議会専門部会活動状況につい

（３）　行政区連絡調整会議地域課題

（４）　障害福祉サービス事業基準条例の改正について

（５）　障害者差別解消法について

６　会議内容

（１）開　会

（２）会議公開・非公開の了承

（３）内　容

【議題(１)　 平成27年度　静岡市障害者等相談支援事業評価結果について】

〇江原会長　それでは、まず「平成27年度　静岡市障害者等相談支援事業評価結果について」説明願います。

【障害者福祉課　渡邊主幹兼係長より説明】
〇江原会長　続きまして、障害者相談支援推進センターとして独自に調査していただきましたアンケート調査の結果についても、ご報告をお願いします。

【障害者相談支援推進センター　堀越事務局長より説明】
〇江原会長　ただいまの報告に対し、何かご質問等がございましたらお願いします。
今年度は相談支援推進センターについて評価を行っています。
〇佐野委員　評価の中身を見ると、現在の職員がとても膨大な相談に対応しているという報告があった。平成27年度に厚労省が地域生活拠点モデル事業を全国に展開し、自治体に手を挙げて下さいということで行っている。相談支援センターの面的な拠点になるのか、基幹相談支援センターを中心とした地域生活拠点になるのか。これだけハードで、事務所も狭隘という状況があるので、そういうものも含めて静岡市としては地域生活拠点を広めていった方がいいと思うが、基幹相談支援センターとの整合性についてどのように考えているのか伺いたい。
〇蝦名障害者福祉課課長補佐兼係長　地域生活拠点については、第４期障害福祉計画おいて、圏域内に１か所以上設けることということで、この３年間の中で考えていきたいと思っている。１つは拠点型といって、１つの場所に小規模の入所系、グループホームなどの施設及び相談、居宅介護支援事業所等、地域生活のための機能を集めたものと、もう１つは、それを市内に幾つかに分散して、ネットワーク化して地域生活拠点とするということをイメージしている。静岡市の場合は、どちらも考えられると思っている。拠点型といって、複合的な機能を持った施設であれば、具体的には補助金等で整備ができるように支援をしていくが、そのほかは面的に、皆さんの方で連携をとってもらい、ひとつの形にしていくので、そちらについては、事業所の皆さんと協議をしていくことが必要と考えている。
〇佐野委員　これは、単なる障害の方々の地域生活をよりよく推進するための資源づくり、課題解決ということではなく、相談支援推進センターが財政的な面から見てもスタッフが賄い切れないものを全部やっていただいているということも含めて施策推進協議会の方でも協議をしていかなければならない課題であると思っているので、検討していただきたい。
〇望月委員　地域生活拠点事業であるが、今の説明では、結局どこかやってくれるところがあれば応援するという意味合いだけにしか聞こえない。行政がこういう形でやっていきたいとか、それに対し今後どういうふうにやっていこうかと考える場所を作っていただきたい。自立支援協議会の中に地域生活拠点をどうするか、話し合いをする場所を作っていただかないとまずいと思っている。今までのやり方では、行政の方が考えていることに対して、手を挙げてくれるところを待つしかなく、やろうと思っているところがあればいいけれども、そうでなければ全然進まないと思っている。
障害者総合支援法の３年後の見直しが出てきている。この間の連絡調整全体会議の中で質問させていただいたが、まだ余り考えてませんという話があった。行政だけで考えるのではなく、自立支援協議会の専門部会を使って、きちんと考える場所をまず、作っていただきたいと思う。
基幹相談支援センターについては、何をやっているかわからないので、もう少し明確にしていただきたい。先ほど佐野委員から、基幹相談支援センターの人たちの人数が余りにも少な過ぎて、困難事例がさばき切れていないというお話しがあった。その辺は行政的にも見直しをしていただく必要があると思う。

自己評価を見たが、自己評価がすごく高いのではないかと思う。外から見ていると、専門性に欠けるようなところもある。自分たちの中だけで収めるのではなくて、外部の人たちの力を借りたらどうか。発達障害や強度行動障害の人たちは苦手、精神や身体の人たちの細かなところは苦手ということはあると思う。その部分を基幹相談支援センターが全部担ってもできるとは思っていないので、外部の人たちの力を借りて解決するようにしていった方がいいと思う。
〇江原会長　地域生活拠点については、行政だけで決めていかないで、専門部会等で協議をするというご意見をいただきましたので、実施の方向で検討していただきたい。

質問・意見等を打ち切ります。

【議題(２)　 平成27年度　静岡市障害者自立支援協議会専門部会活動状況について】

〇江原会長　それでは、次に、「平成27年度　静岡市障害者自立支援協議会専門部会の活動状況について」報告願います。

なお、相談支援事業評価部会につきましては、先ほど事務局から報告がありましたとおりです。
【障害者福祉課　渡邊主幹兼係長より説明】

〇江原会長　ただいまの説明に対し、何かご質問等がございましたらお願いします。

各部会の方々、いかがですか。

権利擁護虐待防止部会の西尾委員、いかがですか。
〇西尾委員　部会は２回開催をしている。昨年の検証委員会が、報告があったとおり、検証するというところまでいかず、掘り下げができていなかったということで、今後は会議の持ち方も含めて、改善を考えていきたい。

〇江原会長　就労支援部会の中村委員、いかがですか。

〇中村委員　新設の部会なので、現在、地域の中でどうしても短期間で離職してしまう方が多いという問題を解決したいと思っている。就労移行支援事業所の方々と意見を交換を行い、静岡市としては、短期の離職を防ぐような体制を考えていきたい。部会ができて、組織として就労移行支援事業所の方々と話し合う場ができたことはよかったと思っている。

〇江原会長　強度行動障害の支援施設サポート事業の提案について、平成28年度予算の状況を伺いたい。

〇渡邊障害者福祉課主幹兼係長　強度行動障害者サポート事業については、①拠点の整備、②人材の育成ということで、２本柱で事業を考えていた。予算内示の結果、①については予算がつかなかったが、②については、予算が少しついているので、限られた中で重度の方が通所する生活介護事業所等に専門家を派遣するという事業を中心に組み立てていきたいと考えている。なお、予算の議決は３月ですので、それ以後ということになる。
〇江原会長　予算も若干ついたということで、人材育成は今後の課題ということです。

〇望月委員　私も、地域課題検討プロジェクトに入っている。行政の方に施策をつくっていただいてプロジェクトでサポート事業を提案するという形でやっているが、静岡市としてどういう形にしますという方向は出でいない。本当はそっちが先だと思う。行動障害がある人たちがいるので、こういう人たちのために何かやりましょうと順番が逆の感じになっているので、私もプロジェクトに入っていながら、モヤモヤして進めている。本来であれば、障害のある方々にどんな環境で生活をしていただきましょうという静岡市としての考えが先にあって、施策がある。入所施設を完全に否定するわけではないが、入所でなくてもいい人たちが施設の中にいて、地域へ帰りましょうというところで施策がある。その中で行動障害のある方々の支援も考えていかなければいけない。そういうことが一切語られず、検討されず、行動障害の方々の支援のためにお金をつけてやろうとしている。私自身、違和感を感じている。行動障害のある人たちの支援をする人材を作り出すことは、大切だと思うけれども、静岡市として、将来に向けたビジョンがないままに、いろいろなことを構想して、お金をつけていってもうまく回らないのではないか。根本にある障害福祉計画をまず見直して、障害のある方でも、重度の方でも、本人が地域で生活したい、グループホームで生活したい、一人暮らしをしたいという要望にどう支援していけるのかを考えていかなければならない。
〇江原会長　市の方向性、ビジョンをきちんと踏まえた上で、対応していことが必要だということです。そういった意味では、部会で進めていくことも市の取り組みの１つだと思う。
〇望月(融)委員　就労支援部会が設立されたことは喜ばしいことだと思う。ゆうやけ相談会もすばらしいと思っている。就労支援は一般企業へ就職して、そこで長く支援すること、就労移行支援事業所との意見交換もわかるが、移行支援事業所へ行く前のＡ型、Ｂ型事業所の利用者も夢、希望を持って一般企業へ努めたいとがんばっている。Ａ型、Ｂ型事業所の就労支援もありだと思っているので、就労支援のすぐ身近にある移行支援事業のみならず、Ａ型、Ｂ型事業所の委員もその中に入っていただければ、それらの意見が積み込まれていくと思う。
〇中村委員　一般企業でなかなか思うように定着できないということが課題としてあったので、最初に取り上げていこうという考えで進めている。もちろん就労移行支援だけではなくて、Ａ型、Ｂ型事業所を利用していらっしゃる方の就労支援もやらなければいけないことだと思っている。企業へ勤めるだけが就労ではないが、今年度の部会では、こういうところを焦点を当てていくということである。

〇江原会長　ほかによろしいでしょうか。事業所認証についても、こういう形で進めていくということですので、よろしくお願いします。

質問・意見等を打ち切ります。

【議題(３)　 行政区障害者相談支援連絡調整会議における地域課題検討について】

〇江原会長　それでは次に、「行政区障害者相談支援連絡調整会議における地域課題検討について」報告願います。

今年度は、地域課題に対し各区において、それぞれ独自の取り組みをされてきましたので、その状況等を報告していただきたいと思います。

【静岡市支援センターなごやか　渡辺相談員、ひまわり事業団ピアサポート　李相談員、障害者相談支援センターわだつみ　鈴木相談員説明】

〇江原会長　ただいまの説明に対して、質問・意見等はありますか。

〇鈴木委員　３区ともヘルパー不足ということで苦慮をしている。計画相談がとても多くなって、今年の３月で全部終了しなければいけないが、計画相談事業所が少ない、ヘルパーの不足ということで、それを利用したい障害者の皆さんが困っている。今年度、葵区、駿河区、清水区も同じ問題を抱えていることが浮き彫りになったので、これを期に来年度に向けてどういうふうにしていくか、自立支援協議会とともに考えていかなければいけない問題だと思っている。

〇望月委員　ヘルパー不足ということが上がってきているが、各区連絡調整会議の中で今後どういうふうに進めていこうと考えているか伺いたい。

連絡調整会議があって、全体会議があって、自立支援協議会がある。３層に分かれているが、連携が一切ないように思う。自立支援協議会の組織自体を考え直さなければいけない時期に来ているのではないか。連絡調整会議の中で、３区ともヘルパー不足という問題が出てきた。これを一体どういうふうに解決していくか。連絡調整会議の区ごとで問題は解決するのか。全市的に考えていかなければいけないのか。連絡調整会議の皆さんも見えてこない現状だと思うので、静岡市としてヘルパー不足について、どういうふうに解決できると考えているのか。また、基幹相談支援推進センターは、自立支援協議会の中核にいなければならないのに、自立支援協議会の事務局のメンバーでないのはおかしいと思うが、基幹相談支援センターの方々はどう考えているのか。
〇堀越障害者相談支援推進センター事務局長　ヘルパー事業所、ヘルパー不足について、各区相談支援事業所として打つ手はないと思っている。事業所経営の問題であるため、各区の連絡調整会議の中でどうのこうのというのは無理なことである。ヘルパー不足の中で、どうしたらヘルパーを使いやすくできるかということで今回アンケートを行った。アンケートを実施した結果、ヘルパー事業所からは精神障害の方も含め、サービスや支援目標について相談しやすい場があればいいというような回答があったが、そういう面については、相談支援事業所が対応できると思うが、ヘルパー事業所の養成は、静岡市が考えて対応していただくことだと思う。
基幹相談支援センターは、個々の事業所の大変なところ、困難な事例についてご支援をするのが役割であるので、事業所そのものを拡大するという施策的なことについては、自立支援協議会の中で、今日、この場で各委員さんにご審議いただきたい。
〇渡邊障害者福祉課主幹兼係長　現状としては、知的障害者の移動支援ヘルパーの養成研修を行っている。定員30名に対して、ほぼ定員近い人数が受講しており、少しずつではあるが進んでいると思う。静岡市としては、人材養成については、県と重ならない部分でどのように増やしていけるか、これから考えていかなければならない課題だと認識しているが。具体的なところまでは至っていない。
〇望月委員　今のは、移動支援のことですよね。行動障害のある方々の支援には行動援護という事業があって、この事業所は増えていかない。利用したい方々は潜在的にいるが、ヘルパーが育っていない現状である。福祉計画についても、数値目標が上がらない状況で３年間固定されている。地域生活支援係と自立支援係との課内の打合せができているのか気になっている。移動支援の身体介護ありの中に行動障害のある方がたくさんいて、支援を続けている。移動支援は、地域生活支援事業であるから、費用はほぼ静岡市が負担しなければならない。行動援護は介護給付なので、国が２分の１、県が４分の１の補助がある。静岡市の費用負担は４分の１で済むのに、どうして行動援護の事業所が増えていかないか、根本的なことを静岡市は考えたことがあるか。移動支援の身体介護ありの時間単価と行動援護の時間単価はほぼ一緒です。大変な事業所指定が必要な行動援護事業所に移らなくても、移動支援の身体介護ありでやれば、何となくできてしまう。移動支援は、ヘルパー２級の資格さえ持っていれば、介護職員の初任者研修さえ受けていれば従事できる。行動援護の対象の人たちは、専門性を持った人たちに支援してもらいたいという思いから研修があるわけです。その研修を受けるのは大変で、去年までなら、３日間で修了できたのに、今年度からは４日間の研修を受けなければ、行動援護ヘルパー資格はとれない。どう考えても、移動支援の身体介護ありでとりあえずいいかなと事業所としては考えてしまうのではないか。専門性を持ったヘルパーを育てたいということであれば、その辺も考えてやっていかなければいけないと思う。移動支援の事業所の方が聞いたら怒るかもしれないが、身体介護ありの時間単価を切り下げて、行動援護の方が得ですよという形にすれば、動かざるを得ないかもしれない。そういうことを話す場もないし、話も聞いてくれないので、そういう問題を協議する場がほしいと、いつも思っている。
〇佐野委員　そもそも福祉の人材が不足している、働く人がいない、ヘルパーもいない。ヘルパーがいないことによって、特に行動に問題のある人たちを抱える家庭では、土日に見る人がいないので困っている。まして、思春期になってくると問題を抱える人が多くなる。ヘルパーがいないので、放課後等デイサービスを利用する。困ったときに、とりあえずあるサービスを使おうということになっていて、よく見ていくと全部が困っている。それがひとつの輪のようになって、続いている。どこかの部分を切って、そこから始めたらどうか。私は、強度行動障害のプロジェクトはもっと手厚くして、人材養成によって、ヘルパーも行動系の研修なり、勉強なりをすることによって、何かが変わり、いろいろ波及できるものがないか考えている。思い切って何かを始めることが大事だと思う。

〇望月委員　人材育成・養成に関しては、県の仕事だからと突っぱねられてしまう。県の方では、事業所養成研修は事業所指定をして実施している。今回、県に市でも指定がとれるようにしてほしいとお願いしたができなかったが、指定された事業所を市がバックアップしてくれれば、支援者養成研修はできると思う。強度行動障害支援者養成研修は基礎研修２日間、応用研修２日間、計４日間の研修で県が行っている。行動障害のある方たちの支援者を増やしたいという思いから、国が始めたものである。今、受講しているのは入所施設、居宅介護事業所、放課後等デイサービスの事業所で、行動障害の方々の受け入れをして、きちんと支援すれば、加算がつく仕組みです。平成30年までの間に多くの方が受講されると思う。今年度は基礎研修だけで300人、実践研修で120人の方を養成する。私は研修の講師をしており、基礎研修のときは、東・中・西で２日間、計６日間拘束されている。そこの部分を静岡市が独自で行うか、事業所に協力してバックアップするという形で実施できれば、静岡市の事業所の人材育成ができる。基礎研修だけではなく、現任研修もきちんと行う。入口は、今実施している移動支援養成研修があるので、研修を修了し、資格を持った人たちが移動支援で事業所に入り、ヘルパーとして活動をしていただく。正規職員として雇い入れてもらい、２、３年たったとき、強度行動障害の方の支援者養成研修を受け、行動障害のヘルパーになる。それだけでは弱いので、現任研修もきちんとやれば、人は今よりは来るのではないかと思う。その辺の話を福祉計画の中でどの程度盛り込めるかが課題になってくる。人材育成・養成は県の仕事だからできませんではなくて、どうやったら静岡市でできるのか、一緒に考えていきたい。
〇山本委員　私どももヘルパーの事業を行っているが、今のご時世でしょうか、ヘルパーを募集しても働き手は集まらないのが現状である。資格を持っている人たちは、いっぱいいるはずであるが、他の仕事と比べた場合に、大変な割に収入や体のつらさに合わないのだと思う。ヘルパーに関しては短時間労働ではほとんど応募がない。高齢者もそうであるが、障害者の方は、なおさら人が集まりにくい。今後、どういうふうにヘルパーを養成していかなければならないのか。国の事業と市の事業があり、静岡市の施策だけで簡単に変えるのは難しいと思うが、いろいろなサービスを一緒に考えながら、専門部会等できちんと考えていく場所を作っていかなければ、変えられない感じがする。自立支援協議会の専門部会を立ち上げてやっていけたらいいのではないか。
〇江原会長　根本的に、この問題に対しての取り組みを協議できる場が必要だというご意見であるが、いかがでしょうか。専門部会を作って、今後検討していただくということで、皆さんよろしいでしょうか。
それでは、ひとつ事務局に部会の調整をお願いしたいと思います。
〇望月委員　連絡調整会議と全体会議と自立支援協議会、いろいろな会議のつながりがないので、根本的なところからやり直していただきたい。基幹相談支援センターの方々が、自立支援協議会の事務局に入っていないことが間違っているということと、自立支援協議会自体を運営するのが、行政にお任せ切りになっているので、私たちに見えてこない。従来の３つの会議を取りまとめる運営会議を作って、組織を今の状態からもう少し発展させ、どういうような部会が必要なのか検討しながらやっていったらどうか。連絡調整会議で中心になっている各区相談支援事業所10か所の方々が担う役割は大きい。直接、相談を受けている一番の窓口になっているところなので、そこも中心になって、このまま進めていっても何も変わらない気がするので、基幹相談支援センター、自立支援協議会委員、行政の皆さんも入っていただいて、運営会議を作ってほしい。

今回、プロジェクトチームで強度行動障害の方の案を作っていただいたが、地域の中でがんばっている人たちがいるので、行政として後押ししようよ、お金をつけようよということが先だと思う。お金をあげるから、この事業に乗って下さいという時代ではない。行動障害の方々の支援をきちんとやっている事業所に、きちんとお金がつくという形があれば、がんばれるとか、それを波及させることができると思う。行動障害のある方々の支援をきちんとやれるようになったら、自分たちがすごく価値があると思えるように、行政の方が支援する形を作っていかなければ長続きはしないと思う。
〇江原会長　望月委員から、具体的に自立支援協議会の運営会議の組織化について提案があった。この必要性は皆さんも感じていると思うので、そういう場の設定を要望するということでよろしいでしょうか。
それでは、来年度から具体的に進めていって下さい。
〇中村委員　清水区の取り組みで事業所連携会議を始められたということであるが、どの分野の事業所が何か所くらい集まったのか。

また、利用者に合った就労支援事業所が少ないということが問題として上がっていたが、もう少し説明してください。

〇鈴木障害者相談支援センターわだつみ相談員　第１回目の事前アンケートは全60事業に配布した。配付先は児童発達支援事業所から成人事業所に至るまでです。会議には全体の71％、放課後等デイサービス、就労継続支援Ａ型、Ｂ型、就労移行支援、入所施設、グループホーム、ヘルパー事業所から参加をいただいた。アンケートでは、具体的に精神障害をお持ちの方に対してどう関わっていったらよいのか、家族や行政との連携が多く求められること、在宅で１人になってしまう方が多く、成年後見や権利擁護の必要性について、保護者の高齢化に伴い関係者との連携の必要性、短期入所やヘルパーの不足等、いろいろなものが出てきた。課題を整理する中で共通していたのは、自分たち就労系事業所の利用者の中にはヘルパーも関わっている方も多くいらっしゃるということで、他分野の方がどのような情報を持っていているのか、サービスの現状はどうなのかなど制度についても知りたいということだったので、２回目は、それを踏まえて開催し、全体の55％の事業所に出席をいただいた。制度の一連の説明、清水区の短期入所の利用状況等を説明させていただき、短期入所利用希望の際の協力などについてもお願いをした。
〇江原会長　利用者に合った就労支援事業所が少ないということについては、いかがですか。
すぐには出ないようですので、後で確認してください。
〇中村委員　アンケートの結果は、どこかで公表しているのか。

〇鈴木わだつみ相談員　アンケート結果については、第１回目の会議の中でもお配りさせていただきました。その都度、情報提供はさせていただいている。

〇鈴木委員　その人の障害によって、ヘルパーをお願いする形は違ってくると思う。もちろん望月委員が言うように重度の方については、必要性があると思うが、知的障害であっても、本当にヘルパーが必要なところはたくさんある。葵区の場合は、医療的ケアができるヘルパーの必要性が、また知的障害の方については、通院に移動支援を使うとなるとドクターのところまで入って行けないので、ドクターに何か書いていただくとか、その場その場の対処ができないなどの意見があった。ひとつひとつ障害によって異なる問題点があるので、専門性のある部会にした方がいいと思う。行政の方も入ってもらい、予算がないからといって立ち消えにならないよう、予算をつけてもらうように、こちらも働きかけるということも重要ではないかと思う。
〇江原会長　運営会議に関しての要望があったので、よろしくお願いします。

質問・意見等を打ち切ります。
【議題(４)　障害福祉サービス事業所の基準条例の改正について】

〇江原会長　それでは、次に「障害福祉サービス事業所の基準条例の改正について」説明願います。

【長田障害者福祉課主幹兼係長より報告】
〇江原会長　ただいまの報告に対して、質問・意見等はありますか。

〇望月委員　この改正によって、静岡市として何がどういうふうに変わりますか。イメージを教えてください。

〇長田障害者福祉課主幹兼係長　介護保険法に基づく指定小規模多機能型居宅が介護事業所が、障害福祉―ビスにおける自立訓練の基準該当ということで登録が行われ、サービスが行われるようになるということです。指定小規模多機能型居宅介護事業所は、短期入所、生活介護、訪問系の3つの事業を行っている。この3つの事業を1つの事業所が介護保険法において実施をしているのが小規模多機能型の事業である。この中の生活介護部分の通うサービスが基準該当の自立訓練として登録ができるようになります。

〇望月委員　介護保険の通所のデイサービスとか特別養護老人ホームの入所を持っているところが障害福祉サービスにも参入をしてくる。20人定員のところ15人の利用者だったら、空いている分、5人の方を受け入れられようになるので、介護保険の事業所へ障害のある方々、重心の方々、行動障害の方々も利用できるように働きかけますということですか。
〇長田障害者福祉課主幹兼係長　自立支援訓練については、私たちが、介護保険における通所サービスがどのような形で行われているのか把握していないので、積極的に小規模多機能型の事業所で自立訓練ができますという形ではなく、今は門戸を広げておくというような状態です。

〇江原会長　できることにはなっているけれども、積極的ではないということですね、

〇長田障害者福祉課主幹兼係長　私たちの勉強不足で小規模多機能型居宅介護が、市内にどのくらいの事業所があるか把握していないので、積極的な展開ができないということです。

〇望月委員　介護保険の制度に基づいている事業所が、今後、障害福祉サービスに参入してくる、今もしているところはあると思うが、通所の空きスペースなのか、空き定員なのか、活用して実施できるような状態になったということで、静岡市としては、今後、研究をして、積極的に働きかけをされるということでよろしいでしょうか。
〇長田障害者福祉課主幹兼係長　本来的な障害の自立訓練とどこまで違いがあるかということが解決して、積極的に展開をしていってもらおうということになれば、当然積極的に展開をしていく考えは持っている。1つの例として、短期入所も介護保険のサービスの中で展開はできる。障害のサービスとして、短期入所が不足しているので、基準該当でいくのか、障害の指定でいくのか、今後、介護保険とどんな差があるのか勉強しながら考えていきたい。

〇山本委員　自立訓練ということは、機能訓練と生活訓練の両方ですよね。障害福祉サービスの中で期間が決められているので、静岡市においては自立訓練の事業所が減ってきて、機能を訓練する事業所はほとんどない現状である。しかし、通所しながら、機能訓練、生活訓練、リハビリをしたいという利用者の方もいらっしゃる。介護保険のデイサービスではOPやPTを雇っているので、機能回復ができるという見込みはある。介護保険事業所の方で機能訓練の受け入れができるようであれば、積極的にお願いしていただければ、体に合ったサービスの利用ができると思っている。
〇江原会長　今後、きちんと調べて、進めていってほしい。そのための基準条例の改正であるので、よろしくお願いします。
質問・意見等を打ち切ります。

【議題(５)　障害者差別解消法について】

〇江原会長　それでは、次に「障害者差別解消法について」説明願います。

【蝦名障害者福祉課課長補佐兼係長より報告】
〇江原会長　これについては、もう皆さんご存知のことと思います。静岡市としても事例の収集、対応マニュアル等をつくっていただくということで、お願いします。

ただいまの報告に対して、質問・意見等はありますか。

　質問・意見等を打ち切ります。

(４) 閉  会
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